２．学校施設の安全点検・連携
　　（１）安全点検





　　　　


　（２）地域・市役所等との連携

　　　
　　　

　　　


　　　

　　　　


定期的な安全点検の実施


　日頃から転倒物や重量物等の転倒防止措置を講じておく。また、定期的に安全点検を実施するとともに、併せて防災の観点から施設・設備を点検し、改修等の必要があると判断される場合には、教育委員会学事課・教育施設課等に報告する。


また、防災訓練等の時期に併せて、校舎・設備の安全点検を実施し、危険箇所を把握するとともに、壁、柱、床の亀裂、天井の剥離状況等についても変化の様子を点検する。








②　学校施設設備の状況の整理


　緊急時に備え、以下のものを準備・確認しておく。


　・校地及び校舎平面図　・校舎の電気配線図　・水道配管図　・電話配線図











③　プールの水を貯めた状態にしておく


　消防水利として指定されているプールにあっては、消防用に使用可能な状態にしておかなければならない。指定されていないプールにおいても、非常時には貯めてある水は大変貴重となる。








④　停電時における連絡方法の準備


　停電時に校内の非常用放送設備が使用できるかを確認するとともに、校内放送が使用できない時の連絡方法について準備しておく。また、職員室に１台配備されている停電用電話機のターミナルアダプターの電池なども定期的に確認する。








防災地図の作成などによる地域の実情把握


児童生徒の通学路には、地震発生時に危険が予想される箇所がある。ブロック塀等の倒壊、広告・看板等の落下、障害物による道路の遮断、がけ崩れ、低地での浸水等、あらかじめ通学路の点検をし、必要があれば通学路の変更を含めて検討する。また、学区内の交通機関の現況や建築物の特徴、学校立地の地理的特徴による危険性等を把握しておく。








学校近隣の避難場所等の把握


非常時に自校での避難が困難な場合に備え、自校以外の避難可能場所についてあらかじめ確認しておく。








避難地・避難所としての役割の理解


　避難地及び避難所として学校の果たすべき役割及び「避難所運営マニュアル」等につい


て、年度当初の職員会議等において教職員が認識しておく必要がある。











②地域との連携


　各地域において組織されている「自主防災組織」等と、校長・教頭・防災対策委員会の


メンバーが積極的に連絡を取るなど日頃から連携を図ることが大切となる。特に年度当初


に、学校が避難所となった場合の対応（避難所開設の手順・避難所としての学校施設の解


放区域・防災備蓄倉庫の備蓄品等）について確認する必要がある。また、地域の防災訓練


の際には、学校教職員や児童生徒の参加を含め、積極的に対応することが重要である。











③避難所に派遣される行政職員（地域連絡員）の把握


　大規模災害が発生したとき（震度５以上の地震・災害対策本部を設置したとき・東海地


震注意情報及び東海地震予知情報が発令されたとき）には、地域連絡員が避難所の開設又


は開設準備のために学校との連絡調整に参集することとなっている。年度当初には「地域


連絡員」を確認するとともに、打合せを行っておく必要がある。











④防災備蓄倉庫の保管物資の把握等


避難所開設時はもちろん、避難所が開設されない場合にあっても校内に児童生徒を留め置いた場合には、防災倉庫の備蓄物資を利用することとなる。また、防災倉庫には自治会独自の器具等が収納されている場合もあるため、防災備蓄倉庫の保管物資についても自治会等とともに確認しておくこととする。





⑤学区（通学路）防災マップの作成


各学校においては、児童生徒の通学路や学校内の危険箇所及び避難可能場所について把握する必要がある。年度のできるだけ早い時期に、保護者や地域の協力を得るなかで「学区（通学路）防災マップ」を作成し、児童生徒及び保護者への周知を図っておく。
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